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１　はじめに
苫小牧東部開発（以下，苫東開発） とは，北海道苫小牧市の東部を中心
とした地域に大規模工業基地を建設しようとした国家プロジェクトであ
る。すでに新聞等で報じられているとおり，この計画は，1999年に事業主
体である第３セクターの苫小牧東部開発株式会社（以下，苫東会社） が経
営破綻1）による会社精算2）をしたことにより，最終的な失敗が確定した。
北海道開発庁（1998）によれば，概要は次のとおりである。苫東会社は新
全国総合開発計画（新全総）に基づき，北海道苫小牧東部地域の開発の事
業主体として，1972年に国，北海道，地元自治体，民間企業が出資して設
立された。この会社の主な事業は，北海道が先行取得した同地域の土地を
取得・一部造成し，企業へ分譲することである。事業資金は，主に国（北
海道東北開発公庫，以下，北東公庫）と民間の金融機関からの借入金によ
って賄うこととされたため，企業への工業用地販売が滞ることで借入金も
膨らんでいった。1997年度末負債残高は1781億円に達して，最終的に資金
【書　評】
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1）1998年７月18 日付日経朝刊，同年12月４日付日経朝刊などを参照のこと。
2）本書p.268の年表を参照のこと。
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繰りに行き詰まり，経営破綻をした。
この会社が，用地を借入金によって取得し，それを企業へ分譲すること
を目的としていた部分は，地方自治体が公共用地取得や宅地分譲を目的に
設立している土地開発公社の事業と類似している。現在，多くの土地開発
公社は，時価が簿価を下回り不良資産となっている土地と取得資金であっ
た借入金の累積のため，苫東会社と同じ構図で失敗している。これが今日
の地方自治体の財政悪化の一つの要因となっている。3）したがって，苫東会
社の失敗の構造と処理のあり方を分析することは，土地開発公社の処理の
あり方を考えていく上で必要となる視点を明らかにすることでもある。ゆ
えに，本書の取り組みは，苫東開発の失敗を単に振り返るだけではなく，
現在も問題となっている土地開発に対する地方自治体も含めた公的部門の
関与のあるべき姿を考察する上で，とても有意義な研究であるといえよう。
そこで本稿では，本書の分析内容の具体的意義と問題点を明らかにする。
これにより，今後の土地開発への公的関与のあり方について分析する際の
視点を明示することが本稿の目的である。
２　本書の構成と考察結果，その問題点
本書は８人の著者によって記述され，全10章と１つの補論から構成され
ている。詳細は以下の表のとおりである。これら諸章のうち，第１章から
第３章までは苫東開発がどのように着手され，失敗し，処理され，現在に
至るかについてを数々の資料を元にして述べている。第４章から第９章ま
では苫東開発が失敗に至った理由を明らかにするための分析が述べられて
いる。その分析を大まかに整理すると，他の大規模開発事例との比較，苫
東会社の経営・北東公庫の融資の実態に対する考察，苫東開発が地域経済
に与えた影響の考察の３点になる。第10章ではまとめと今後の地域政策の
あるべき姿について述べられている。
3）土地開発公社のこれらの詳しい記述は赤井（2006）第６章を参照のこと。
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本書の作成は，政府や地元自治体の資料の他，実際に現地へ出向いての
調査や関係者からの聞き取り調査など，丹念な作業を積み重ねた上での結
果であることが一読すれば分かる。こうした作業の積み重ねは，計量分析
だけでは扱いきれないようないくつもの細かな事例が苫東開発の帰結に与
えた影響についての整理を可能にしている。政府や苫東会社といった当事
者以外の者が，苫東開発の失敗についてこのような多角的な視点で考察し
てまとめた研究は他には見受けられないので，本書が唯一の研究である。
これらの点は高く評価される。
本書の分析の視点は多岐にわたるため，それぞれの章を読者の興味に任
せたまま単独で読むことができる。だが，そのことは裏を返せば本書全体
を見渡したときに，各章の考察結果を全体としてどのように評価すればよ
いのかが分かりづらくなっている。論文集だと考えればこれで良いが，本
としてまとめたとき，どうして各章の視点での分析が必要なのかをはっき
りさせる記述が求められる。
上記で述べたとおり各章の分析の視点はそれぞれ異なるが，各章が至っ
た結論については大まかだが次の3 点に集約することができる。１点目は，
３・４・６・７章における政府や地方自治体，苫東会社，金融機関におけ
る苫東開発についての意思決定における問題についての指摘である。責任
の曖昧さや中長期的視点の欠如によって計画の失敗が明らかになってから
表　本書の構成と著者
第１章 「戦後日本の地域開発と北海道開発の意義，その変化」 小田　清
第２章 「苫小牧港開発（現苫） の歴史」 今松英悦
第３章 「苫東開発の経緯と現状」 今松英悦
第４章 「石狩湾新港地域と苫小牧東部地域における地域開発計画」 菊池達夫
第５章 「第三セクター「旧苫東会社」の破綻と「新苫東会社」」 小坂直人
第６章 「苫小牧東部開発における北海道東北開発公庫」 渡辺精一
第７章 「大規模工業基地開発と公共事業，自治体財政の変化」 小田　清
第８章 「苫東開発と地域経済・共同体」 池田　均
第９章 「苫小牧製造業の比較優位と競争優位」 山本健兒
第10章 「二一世紀の地域経済政策とは―苫小牧東部開発を事例として―」 増田壽男
補論 「苫東開発と工業用水・ダム問題」 小田　清
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も，事業撤退されることなく継続されてきたことが破綻による損失を大き
くしたことをそれぞれが指摘している。たとえば，これを端的に裏付ける
資料である北海道開発庁（1998）では，資金面で開発事業が行き詰まった
ことと用地分譲が進まないことを自ら指摘しておきながら，苫東地域は「き
わめて開発可能性の高い空間」であり，「必ず活かせる，活かさなければな
らない地域」として事業継続を訴えている。その中には事業撤退の検討に
ついては全く触れられていない。当事者の苫東開発へのこのような事後検
証がある一方で，これら各４章は失敗が明らかになっても事業継続方針を
変えようとしない政府組織の問題を指摘している。本書のこの点は評価で
きる。だが，この問題に関する一般的な研究は近年大きく進展した分野で
あり，それらの先行研究をふまえての考察が本書に全くないのは，研究上，
大きな失点である。たとえばソフトな予算制約の問題4）や組織の権限委譲
の問題5）に関する研究が大いに関連していると考えられ，苫東開発の意思
決定の問題点を考察する上で有効であるはずだが，本書の中では全く触れ
られていない。
２点目は，５・８・10章における地域経済や地域政策上の問題について
の指摘である。苫東開発により，環境へ与えた悪影響や周辺農村からの人
口流出，農地の減少を招いたとして，自然共生型の土地管理や農山漁村の
振興，地方分権を進めるべきとの見解を記述している。このような規範分
析では，どのような規範基準を選択するかで結論は変わる。換言すれば何
を重視するかで「すべき」内容が変わる。地元経済と農村の維持，環境保
全を重視すればこれら各章の指摘に至るのは当然の帰結である。
4）ソフトな予算制約（soft budget constraint）の問題については，Kornai, Maskin & Roland 
（2003）が詳しい。彼らはソフトな予算制約の問題を「予算制約を持つ組織は赤字を出して
も事後的に支援組織から補填を受けることができるために，最初に決定された予算制約が緩
くなり，予算が規律としてうまく機能しない現象」と定義している。
5）権限委譲の問題は，国と地方自治体，株主と経営者など利害関係者をどう設定して分析する
かによって視点が異なり一概に言及することは困難である。だが本書との関連では，権限委
譲と現場のインセンティブに関する分析が関係すると見込まれ，この場合，Aghion & 
Tirole（1997）やHart & Moore（1999）の分析結果が参考になる。
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しかしながら，通常，経済学で採用するパレート効率性の規範基準で考
えた場合，帰結が変わる可能性がある。ただしこの場合でも，苫東開発自
体は非効率で事業を中止すべきとの帰結が得られることは変わらないであ
ろう。だが，それに代わる地域政策として，たとえば第10章で主張される
農山漁村の振興や中小零細企業の保護・育成が効率的政策なのかは疑わし
い。苫東地域についていえば「（農地）条件が悪く，土地所有者（農民）の
多くが将来（農業）への展望を持っていなかった」と本書自身が第８章で
指摘をしている。そうであるならば，この地域で生産性の低い農業に投資
してその振興を図るよりは，より高い付加価値を生み出す産業へ人の移動
を促すことで彼ら自身がより高い所得を得られ，これにより従前よりも暮
らし向きが良くなることは明らかである。また，そうすることの積み重ね
により国民全体の所得が増加する。さらに過疎に対しては，第９章が指摘
するような（苫東地域を）「場合によれば，森林に戻す」という考え方を，
人口移動により人が住まなくなった地域にも当てはめて考えても良いはず
である。
もちろん国民が農山漁村を振興することに大きな価値を見いだし，その
ために費用負担して投資をしても良いと判断するのなら，それが望ましい。
ただしこれには，国費投入ならば費用負担を認める国民全体の意思決定が
必要だし，道費投入ならば道民全体で費用負担を認める意思決定が必要で
ある。
３点目は，２・９章での苫東地域を含めた苫小牧地域における産業の競
争優位性についての指摘である。第２章では，高度経済成長期以降の産業
構造転換により，現在，苫小牧西部地域の工業団地にも遊休地があり，苫
東地域はこれと競合関係にあることを指摘している。これに対し第９章で
は苫小牧地域全体の比較優位・競争優位についての考察をする中で，この
地域の優位性は地理的な優位性ではなく，企業が生産性を高める投資を継
続してきたことによって生み出されたことを明らかにした。この上で苫東
開発は苫小牧地域の優位性に「部分的に寄与した可能性がある」ことを指
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摘している。これは苫東地域に「いすゞ自動車（株）のエンジン生産工場
が立地したからであり，他の自動車部品工場も立地したから」との観察に
基づくものである。加えて，周辺工業団地にも遊休地があることを鑑み，
本章は最後に苫東地域の遊休地を「場合によれば，森林に戻す作業を考え
る」ことが「重要かもしれない」と述べている。これらから，あえて苫東
地域に工業団地を造成することの有益性はなかったことが分かる。さらに，
既存の工業地域からの工場分散によって効率性が損なわれたと考えるべき
であろう。
これは他の研究からも裏付けられる。八田編（2006）では，いくつもの
実証分析をすることで「「国土の均衡ある発展」が望ましいというイデオロ
ギーに基づく逆構造改革」と「都心分散策」が「日本を衰退に追い込んだ」
と指摘している。これは都市経済学でかねてより得られている集積の経済
と移動費用の節約により生産性があがるという結果と整合的である。これ
をふまえて苫東開発の是非を考えると，苫東地域は札幌市まで60km程度離
れて大都市に近接しているとはいい難い。さらに本書第９章の指摘にある
とおり，苫東地域に地理的優位性はないと考えられる。したがって，本来
ならば都市か都市近接地域に投資されるべき資金がこの地域に投下されて
しまい，多大な非効率を招いたと解釈できる。
３　まとめ
本書はむつ小川原開発と並んで巨大国家プロジェクトであった苫小牧東
部開発の失敗について様々な視点から考察した研究である。他に苫東開発
に関するこのような研究が見られないことからその貢献は大きい。本書に
よって得られた結論は次の３点に集約される。まず苫東開発の失敗による
巨額な損失の原因は，日本の産業構造の転換の中で政府が事業中止の意思
決定をできなかったことである。また，この地域に地理上の優位性がある
わけではない。さらに周辺地域にも人口流出や農地減少を通じて影響を及
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ぼした。本書はいくつもの資料を整理しながら現地調査の結果を加え，こ
れらを明らかにした。この研究は地方自治体が実施している土地開発の失
敗について考察する際にも論点整理において大いに参考になるものであ
る。ただ残念なのは，ソフトな予算制約の問題等，最近の研究結果や集積
の経済などの都市経済学の研究結果をサーベイすることでもっと踏み込ん
だ考察が得られたはずなのに，本書はその作業には全く及んでいないこと
である。苫東開発事業は中止されることなく依然として継続されているの
で，今後の苫東開発の研究ではこれらの視点を加えた考察が行われること
を期待する。
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